
農地への固定資産税額を凍結していた規定 

 

農地への固定資産税額の凍結は、1964（昭和 39）年の地方税法改正で、「昭和三十九年度から昭和四十一

年度までの各年度分の固定資産税に限り、当該各年度分の固定資産税額が、その算定の基礎となつた課税標

準となるべき額のうち、調整対象農地に係るものについてはその昭和三十八年度分の課税標準額を、調整対

象宅地等に係るものについてはその昭和三十八年度分の課税標準額の一・二倍の額を、それぞれその課税標

準となるべき額とした場合における当該各年度分の固定資産税額（以下「調整固定資産税額」という。）を

こえる場合においては、当該各年度分の固定資産税の税額は、当該調整固定資産税額によるものとする。」

という規定（附則第 34項）で登場した。この規定は、1966（昭和 41）年の改正で宅地（附則第 30項）と

農地（附則第 31項）に分けられ、1969（昭和 44）年に行われた附則の整備で、宅地の規定は附則第 18条、

農地は附則第 19条となった。 

したがって、ここに示している 1966（昭和 41）年の附則第 31項は、現在の附則第 19条の前身である。 

 

 


